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地域公共交通のサービス改善に関する調査研究
～モビリティの高度化及び結節点整備～ （２０２０年度調査分）

〇インタビュー事例調査結果の概要

〇本調査研究の目的
デジタル化や物理的接続改善により地域モビリティのサービスを高度化する地域の新たな計画的取組みの動向
を把握するため、欧州各地の「持続可能な都市モビリティ計画」“Sustainable Urban Mobility Plans”(SUMP)
及び「過疎地スマート交通地域」”Smart Rural Transport Area“(SMARTA)の事例等を調査。

〇オーストリア ウィーン （SUMP）人口190万人
・ 地域公共交通の年間パス（365€-Ticket）を導入。公共交通分担
率や満足度が高い※。・2017年からMaaSアプリ により、地域公共交通
（バリアフリー含む）等のモビリティの検索、予約及び決済が可能（タク
シー、カーシェア、バイクシェア等は各予約サイトへ遷移し、予約・決済）。
・自転車・歩行者・公共交通による道路空間拡大への取組。

〇オーストリア 東チロル（SMARTA）人口4.9万人
・2台目以上の車所有代替のため、拡張が財政上困難な公共交通に接
続するモビリティとして、地域活動グループ（EU農村振興農業基金が支
援）の計画により、デマンド交通に加え、カーシェア用電気自動車を導入。
・ボランティア運転手による低廉な予約型乗合の自治体タクシーを導入
（カーシェア用電気自動車を活用する地区が多数）。

※：公共交通の分担率73％、満足度95% 【出典】European Commission(2016)Quality of Life in European Cities 2015 p.25/28

〇ドイツ バートビルンバッハ（SMARTA）人口5.7千人
・2017年にドイツ初の自走式のシャトルバスの実証運行開始。2018年よ
り本格運行。
・利用に対する住民の抵抗感はなく、需要が少ない過疎地での既存交通
機関代替のラストマイルの交通手段としての有効性が示された一方、本
実験ではノウハウの蓄積に主眼が置かれ、公的補助に依存。

〇ドイツ ドレスデン（SUMP）人口56万人
・ドレスデン市議会は、SUMP草案策定の際にラウンドテーブルを設置し、
交通セクター、学術者や隣接自治体代表など多様なステークホルダーの
様々な意見を反映。
・交通インフラバリアフリーを目指し、トラムやバスは聴覚・視覚情報システム
搭載の低床車両へ移行。中心地停車場の大多数をバリアフリー対応。

〇デンマーク コペンハーゲン（SUMP）人口63万人
・コペンハーゲン市は自転車活用を推進し、2012年に通勤での自転車利用が最優先される自転車用高速道路が初めて開通。現在も延伸が続く。
・50％以上の人々が自転車で通勤しているが、近年、列車内への自転車の持ち込みを無料にし、公共交通機関の利用が大きく増加。

〇Smart Rural Transport Area（SMARTA）概要
・過疎地スマート交通、過疎地におけるモビリティ政策や施策を活用しつつ、公共交通と相互接続した持続可能なモビリティをサ
ポートする方法の模索に焦点を当てた取り組み。

〇Sustainable Urban Mobility Plans（SUMP）概要
・都市及び近郊における市民のより良い生活や活動のためモビリティを充実させることを目的とし、地方自治体により、市域内の
みならず機能的な都市エリアに対して策定される交通及びモビリティに関する持続可能で統合的な都市モビリティの計画。


